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今後の保育制度の検討に係る意見書 

  

保育制度を含む次世代育成支援のあり方については、規制改革会議の逐次に

わたる答申などを受けて社会保障審議会少子化対策特別部会における議論が進

められており、本年度中にも報告書がまとめられるものと理解しています。 

既に、昨年５月には、社会保障審議会少子化対策特別部会において「基本的

考え方」が示されているところですが、現在、議論されている項目の中には、

今後の財源の確保や保育要件の見直し、参入のあり方など保育行政の根幹にか

かわる問題も提起されています。 

ついては、厚生労働省における今後の保育行政のあり方に係る検討に当たっ

ては、下記の事項を十分踏まえて行うよう、強く要請します。 

記 

１ 今日までの保育制度が果たしてきた役割を踏まえ、今後のあり方の検討に

当たっては、実施責任を持つ現場の自治体や保育団体及び保護者との意見交

換を十分行うこと。 

２ 新たな保育の仕組みを検討する場合、「子供の最善の権利を守る」観点から

量の確保以上に質の担保が必要不可欠である点を踏まえること。 

３ 保育需要の飛躍的増大、多様化が予想される中で、次世代育成支援策を拡

充するための安定した財源を確保すること。 

４ 認可外施設や認定こども園などに対する支援策を強化すること。 

５ 今後の利用促進を図るため保育料の負担軽減について検討すること。また、

安易に負担金の徴収を現場の保育所にゆだねることがないよう配慮すること。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出いたします。 
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